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諮問庁：法務大臣 

諮問日：令和５年６月８日（令和５年（行個）諮問第１３９号及び同第１４２

号） 

答申日：令和６年２月２９日（令和５年度（行個）答申第２００号及び同第２

０３号） 

事件名：本人に係る「マスコミや外にネットでも公にしたマスコミにも公にし

た全ての書面」の不開示決定（不存在）に関する件 

    本人に係る人権相談に関する文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有

個人情報１」という。）につき，これを保有していないとして不開示とし，

別紙の２に掲げる各文書（以下「本件文書」という。）に記録された保有

個人情報（以下「本件対象保有個人情報２」といい，本件対象保有個人情

報１と併せて「本件対象保有個人情報」という。）につき，その一部を不

開示とした各決定は，いずれも妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）７６条１項の規定

に基づく開示請求に対し，令和５年５月８日付け庶第９８６号及び同第９

８５号により特定法務局長（以下「処分庁」という。）が行った各決定

（以下，順に「原処分１」及び「原処分２」といい，併せて「原処分」と

いう。）には不服であり，開示を全てするべきであるとの裁決を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，各審査請求書及び各意見書に

よると，おおむね以下のとおりである。なお，資料は省略する。 

（１）諮問第１３９号の関係 

ア 審査請求書 

    存在しており，全部開示されるべきである。当時の職員も所持して

いる。 

  イ 意見書 

    特定年Ａに人権救済申立書を法務局へ提出しており，ＦＡＸでも送

信もしており，特定弁護士会３０人以上もの連名にて，申立をして，

公になってきている。 

    作成又は取得していないとの事実は全くない。特定年Ａ特定年Ｂに
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は，作成所持もしており，マスコミや弁護士会弁護士にも公にしてき

ている事実がある，と耳にしてきている。 

    当時のしょくいんらは，作成所持してきており，特定弁護士会３０

人以上もの連名申立にも応じてきている。 

    特定年Ａ当時，特定弁護士会特定弁護士等の団体である。新聞等に

ても公になっている。 

（２）諮問第１４２号の関係 

ア 審査請求書 

    全てを開示するべきである。不正な調査を全てかくにんするべく開

示するべきである。 

  イ 意見書 

   特定年Ａの存在している，私からの提出分やＦＡＸ送信文，特定弁

護士会弁護士３０人以上の連名の申立書も存在しているのに全く放

置してきており開示すらしない。 

新聞等，マスコミでも公になってきており，１審判決文に裁判所が

もりこんで（判読不能）してもいる。 

存在しないという事実は全くなく放置し続けていたことより，特定

年Ａの申立書全てを開示しない。 

全てを開示すべきである。開示分も一方的なまっしょうが多い。ま

っしょうせず開示すべきである。（しせつでも（判読不能）以上の

氏名は，開示されてきている。） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 諮問第１３９号の関係 

（１）審査請求人の審査請求に係る処分について 

審査請求人から開示請求のあった「開示を請求する保有個人情報」は，

別紙の１に掲げる文書である。 

処分庁は，開示請求に係る個人情報を作成又は取得しておらず，存在

しないことを理由に，令和５年５月８日，法８２条２項の規定に基づき，

不開示決定をし，同日付け庶第９８６号「保有個人情報の開示をしない

旨の決定について（通知）」で審査請求人に通知した。 

（２）審査請求の趣旨について 

審査請求人は，処分庁が行った令和５年５月８日付け不開示決定につ

いて，対象文書が存在していることを理由として，当該決定を取り消し，

全部開示とする決定を求めていると解される。 

（３）不開示決定を行った理由について 

審査請求人が開示を求める保有個人情報は，上記（１）記載のとおり

であるところ，処分庁は当該情報を作成又は取得しておらず，存在して

いないため，法８２条２項により不開示とした。 
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２ 諮問第１４２号の関係 

（１）審査請求人の審査請求に係る処分について 

  審査請求人から開示請求のあった「開示を請求する保有個人情報」は，

本件文書である。 

処分庁は，下記５の理由により，令和５年５月８日，法８２条１項の

規定に基づき，一部開示決定をし，同日付け庶第９８５号「保有個人情

報の開示をする旨の決定について（通知）」で審査請求人に通知した。 

（２）人権相談について 

   人権相談とは，人権問題に関して国民の相談に応じ，人権侵犯事件へ

の切替え，官公署その他の機関への通報，日本司法支援センターへの紹

介又は助言等の必要な措置を採ることにより，国民に保障されている基

本的人権を擁護し，併せて自由人権思想の普及高揚を図ることを目的と

するもので（人権相談取扱規程（昭和５９年８月３１日法務省訓令第３

号）２条），法務局・地方法務局及びその支局に相談窓口を開設する常

設相談所や，市町村役場などに随時相談窓口を開設する特設相談所等に

おいて，法務局職員や人権擁護委員が相談に応じているものである。 

（３）「人権侵犯事件記録」に編綴される書類及びその記録内容について 

  人権侵犯事件とは，国民に保障されている基本的人権が侵害された疑

いのある事件をいい，法務省の人権擁護機関がこの人権侵犯事件につい

て行う調査・処理の目的は，人権侵犯の疑いのある事案について，侵犯

事実の有無を確かめ，その結果に基づき，相手方や関係者に対し人権尊

重の意識を喚起して，当事者の自発的意思による自主的な侵害行為の停

止，侵害状態の排除，被害の回復及び侵害の再発防止等を促すことであ

る。 

人権侵犯事件記録に編綴される書類は，関係者から事情聴取した際の

聴取報告書，事件の関係者から提出のあった資料，事件処理についての

局内の決裁文書及び救済手続に関する書類等である。これらの書類には，

事件の概要，事件関係者の住所・氏名・職業・年齢，事件関係者から聴

取した供述内容，局内における事件についての検討状況等が記録されて

いる。 

（４）審査請求の趣旨について 

審査請求人は，特定法務局が行った令和５年５月８日付け一部開示決

定を取り消し，全部開示とする決定を求めていると解される。 

（５）一部開示決定を行った理由について 

ア 本件文書には，人権相談の処理及び人権侵犯事件の調査・処理に関

する協議・検討内容に関する情報が含まれるところ，このような情報

が開示されることになれば，今後の人権相談及び人権侵犯事件の処理

において，職員が率直な意見を述べることをちゅうちょし，ひいては
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事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情

報は，法７８条１項７号柱書きに該当するため不開示とした。 

イ 本件文書には，人権侵犯事件において，開示請求者以外の者から聴

取した事実及び被聴取者や聴取内容等を推認させる情報が含まれると

ころ，このような情報が開示されることになれば，関係者がありのま

まに事実を述べることをちゅうちょするようになるだけでなく，調査

そのものに応じることも拒否するようになり，ひいては事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は，法７８

条１項７号柱書きに該当するため不開示とした。 

ウ 本件文書には，開示請求者以外の特定の個人を識別する情報が含ま

れており，これらの情報は，法７８条１項２号本文に該当し，また，

このような情報が開示されることになれば，関係者がありのままに事

実を述べることをちゅうちょするだけでなく，調査そのものに応じる

ことも拒否するようになり，ひいては事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあることから，法７８条１項７号柱書きにも該当するため

不開示とした。 

エ 本件文書には，法務省（法務局・地方法務局を含む。）のグループ

ウェアに関するＵＲＬ（公開されていないもの）が記載されていると

ころ，その一部が開示されたとしても，外部からの不正なアクセスの

危険が高まり，情報の改ざん等が行われるおそれがあるなど，事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は，

法７８条１項７号柱書きに該当するため不開示とした。 

オ 本件文書には，職員，関係機関その他の関係者との間での連絡に用

いている非公表のメールアドレス，電話番号，ＦＡＸ番号等が記載さ

れているところ，このような情報が開示されることになれば，外部の

者がこれらをみだりに利用するおそれがあるなど，事務の適正な遂行

に支障を及ぼすおそれがあることから，これらの情報は，法７８条１

項７号柱書きに該当するため不開示とした。 

なお，上記アについて，原処分の通知書上，人権相談の処理に係る

事務の適正な遂行に支障が生ずるおそれがあることが必ずしも明確

ではなかったため，この点について本理由説明書において明らかに

した。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

   ① 令和５年６月８日   諮問の受理（令和５年（行個）諮問第１３

９号及び同第１４２号） 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受（同上） 
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③ 同月２３日      審議（令和５年（行個）諮問第１４２号） 

④ 同年７月１８日    審査請求人から意見書を収受（令和５年

（行個）諮問第１３９号及び同第１４２号） 

⑤ 令和６年１月１９日  本件対象保有個人情報２の見分及び審議

（同上） 

   ⑥ 同年２月２２日    令和５年（行個）諮問第１３９号及び同第

１４２号の併合並びに審議 
第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象保有個人情報の開示を求めるものであり，処

分庁は，本件対象保有個人情報１について，これを保有していないとして

不開示とする原処分１を，本件対象保有人情報２について，その一部を法

７８条１項２号及び７号柱書きに該当するとして不開示とする原処分２を

行った。 

これに対し，審査請求人は原処分の取消しを求めていると解されるとこ

ろ，諮問庁は，原処分を維持するのが妥当であるとするものと解されるこ

とから，以下，本件対象保有個人情報２の見分結果を踏まえ，本件対象保

有個人情報１の保有の有無及び本件対象保有個人情報２に係る不開示部分

の不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象保有個人情報１の保有の有無について 

（１）諮問庁の説明 

諮問庁は，上記第３の１（３）のとおり説明し，当審査会事務局職員

をして確認させたところ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

特定法務局では，審査請求人からの人権相談や人権侵犯事件の申立て

に関連して，同人の弁護士や弁護士会，マスコミ等と交わした文書等は

作成，保有していない。 

本件開示請求及び審査請求を受けた際，念のため，執務室，書庫，パ

ソコン上のフォルダ内等を探索したが，審査請求人の弁護士等と交わし

た文書等に該当する行政文書の存在を含め，本件対象保有個人情報１の

存在は確認できなかった。 

（２）検討 

ア 上記（１）及び第３の１（３）の諮問庁の説明について，特段不自

然，不合理な点は認められない。また，審査請求人において本件対象

保有個人情報１が存在する具体的な根拠に関する主張等はなく，他に，

これを覆すに足りる事情も認められない。 

イ 上記（１）の探索の範囲等について，特段の問題があるとは認めら

れない。 

ウ したがって，特定法務局において，本件対象保有個人情報１を保有
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しているとは認められない。 

３ 本件対象保有個人情報２に係る不開示部分の不開示情報該当性について 

本件文書の文書名及び各文書に記録された保有個人情報の不開示部分     

等について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところによれ

ば，別表記載のとおりであるとのことである。 

（１）別表の分類番号１に該当する不開示部分 

  ア 標記不開示部分は，投書処理票，決裁用紙，特別事件開始報告書，

特別事件調査結果報告書，特別事件処理報告書及びメール文書，担当

者メモの記載のほか，一部の文書に記載された職員のメモ書き等の全

部又は一部であり，当該部分には，審査請求人が申し出た複数の人権

侵犯事件について特定法務局が実施した調査・処理（以下「本件調査

等」という。）に関する同局職員の意見，同局における処理方針等が，

具体的かつ詳細に記載されているものと認められる。 

イ 諮問庁は，当該部分を不開示とした理由について，上記第３の２

（５）アないしウのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認さ

せたところ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

（ア）人権侵犯事件の調査事務は，様々な領域における幅広い事象を扱

うものであり，また，その内容も機微にわたるものが多い上，その

事実関係の調査や解決のための措置として任意的手段しか有しない

こと等に照らせば，人権侵犯事件の調査事務に適切に対応するため

には，人権擁護担当部署内部において忌たんのない意見交換を行い，

十分な検討を行う機会が確保される必要がある。 

（イ）かかる必要性に鑑みれば，特定法務局内部における本件人権侵犯

事件の取扱いや処理についての内部的な協議・検討を行った状況が，

事案の処理に係る職員の率直な意見とともに記載されている当該部

分が開示されることになると，職員が今後の人権侵犯事件一般に係

る事案の検討に際し，その内容が開示された場合の影響等を憂慮す

る余り，十分な検討や率直な意見を述べることを差し控えるなどし，

自由かっ達な意見交換が行われなくなり，ひいては国の機関が行う

人権擁護行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

ウ 検討 

標記不開示部分を開示することにより，職員が今後の人権侵犯事件

一般に係る事案の検討に際し，その内容が開示された場合の影響等

を憂慮する余り，十分な検討や率直な意見を述べることを差し控え

るなどし，自由かっ達な意見交換が行われなくなるとする諮問庁の

上記イ及び上記第３の２（５）アの説明は，不自然，不合理とはい

えない。 

したがって，当該部分は，これを開示すると，人権擁護行政事務の
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適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるので，法７８

条１項７号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

 （２）別表の分類番号２に該当する不開示部分 

ア 標記不開示部分は，各文書案に記載された内容の全部であると認め

られる。 

諮問庁は，当該部分を不開示とした理由について，上記第３の２

（５）アのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させたと

ころ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

別表の分類番号２に該当する文書は，特定法務局内部における，①

本件調査等に係る決裁過程で作成された文書又は決裁に必要なもの

として添付された文書及び②同局に寄せられた投書の取扱いや処理

に係る決裁過程で作成された文書であり，これらの文書には，担当

職員の具体的な処理意見や評価又は心証等の内容といった，本件人

権侵犯事件の調査・処理又は投書の取扱いや処理に関する職員間の

内部的な協議・検討の内容に係る情報が記載されている。これが開

示されることになると，今後の人権侵犯事件の調査・処理又は投書

の処理において，職員が率直な意見を述べることをちゅうちょし，

ひいては人権侵犯事件の調査・処理又は投書の処理に係る事務の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

   イ 検討 

標記不開示部分は，いずれも決裁過程で作成された文書に記載され

た情報である旨の上記アの諮問庁の説明は当該文書の記載内容に照

らしても首肯できるので，それを前提に検討するに，当該部分を開

示することにより，今後の人権侵犯事件の調査・処理又は投書の処

理において，職員が率直な意見を述べることをちゅうちょする旨の

上記ア及び上記第３の２（５）アの諮問庁の説明は，否定し難い。 

したがって，当該部分は，人権侵犯事件の調査・処理又は投書の処

理に係る事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められ

るので，法７８条１項７号柱書きに該当し，不開示としたことは妥

当である。 

（３）別表の分類番号３に該当する不開示部分 

ア 標記不開示部分は，電話聴取書，聴取報告書及びその他の文書の全

部又は一部であり，本件調査等における審査請求人以外の関係者に関

する情報及び当該関係者との間で交わした具体的かつ詳細な内容が記

載されているものと認められる。 

イ 諮問庁は，当該部分を不開示とした理由について，上記第３の２

（５）イ及びウのとおり説明する。 

ウ これを検討するに，当該部分が開示されることになれば，関係者が
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ありのままに事実を述べることをちゅうちょするようになるだけでな

く，調査そのものに応じることも拒否するようになり，ひいては今後

の人権侵犯事件の調査事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

旨の諮問庁の説明は，不自然，不合理とはいえない。 

したがって，当該部分は，上記（２）イと同様の理由により，法７

８条１項７号柱書きに該当し，同条１項２号について判断するまで

もなく，不開示としたことは妥当である。 

（４）別表の分類番号４に該当する不開示部分 

ア 標記不開示部分は，資料を構成する各文書に記載された内容全部で

あると認められる。 

イ 諮問庁は，当該部分を不開示とした理由について，上記第３の２

（５）アのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させたとこ

ろ，おおむね以下のとおり補足して説明する。 

  別表の分類番号４に該当する文書は，本件調査等又は投書の処理の

決裁過程において，意思決定に必要となる参考資料として添付された

文書又は当該決裁過程において作成された文書であり，本件調査等又

は投書の処理に関する職員間の内部的な協議・検討に係る情報が記載

されている文書であって，これを開示すると，上記（２）アと同様の

おそれがある。 

ウ 検討 

標記不開示部分に記載された情報の内容等を踏まえると，本件にお

いては，当該部分を開示することにより，今後の人権侵犯事件の調

査・処理又は投書の処理において，職員が率直な意見を述べること

をちゅうちょする旨の上記イが引用する上記（２）ア及び上記第３

の２（５）アの諮問庁の説明は，否定することまではできない。 

したがって，当該部分は，上記（２）イと同様の理由により，法７

８条１項７号柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

（５）別表の分類番号５に掲げる不開示部分 

ア 標記不開示部分には，特定法務局人権擁護部の内線番号，法務省人

権擁護局の電話番号及びＦＡＸ番号，関係職員のメールアドレス，法

務省のＵＲＬ等が記載されているものと認められる。 

イ 諮問庁は，当該部分を不開示とした理由について，上記第３の２

（５）エ及びオのとおり説明し，当審査会事務局職員をして確認させ

たところ，いずれも一般に公開されていない情報であると補足して説

明するところ，当該補足説明の内容を疑うべき理由はない。 

ウ これを検討するに，当該部分が開示されることになれば，外部の者

がこれらをみだりに利用するおそれがあるなど，事務の適正な遂行に

支障を及ぼすおそれがあるなどとする諮問庁の説明に不自然，不合理
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な点は認められず，これを覆すに足りる事情も認められないことから，

当該部分は，法７８条１項７号柱書きに該当し，不開示としたことは

妥当である。 

４ 本件各決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報１につき，これを保有していな

いとして不開示とし，本件対象保有個人情報２につき，その一部を法７８

条１項２号及び７号柱書きに該当するとして不開示とした各決定について

は，特定法務局において本件対象保有個人情報１を保有しているとは認め

られないので，これを保有していないとして不開示としたことは妥当であ

り，本件対象保有個人情報２につき，不開示とされた部分は，同項７号柱

書きに該当すると認められるので，同項２号について判断するまでもなく，

不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第１部会） 

  委員 合田悦三，委員 木村琢麿，委員 中村真由美 
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別紙 

 

１ マスコミや外にネットでも公にしたマスコミにも公にした全ての書面 

 

２（１）開示請求者が特定年月日Ａから特定年月日Ｂまでの間にした人権相談

に係る記録一式（第４７号から第５０号まで） 

 

（２）特定年月日Ａから特定年月日Ｂまでの間を開始日とする，開示請求者

に係る人権侵犯事件記録一式（第５１号から第５３号まで） 
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別表 本件文書及び各文書に記録された保有個人情報の不開示部分 

 

１ 第４７号（特定年Ｃ・特定年Ｄ投書関係） 

文書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 

分類

番号 

１ 投書処理票 １ 一部 １ 

２ 文書 ９ 全部 １ 

３ 決裁用紙 １７及び１８ 一部 １ 

４ 担当者メモ １９ 一部 １ 

５ 文書案 ２０及び２１ 全部 ２ 

６ 文書 ２２及び２３ 一部 ３ 

７ 封筒 ２５及び２６ 一部 ３ 

８ 資料 ２７及び２８ 全部 ４ 

９ 文書案 ２９ないし３３ 全部 ２ 

１０ 投書処理票 ３４ 一部 １ 

１１ 文書 ３６ 全部 １ 

１２ 文書案 ３９ 全部 ２ 

１３ 文書 ４４ 全部 １ 

１４ 文書案 ４７ 全部 ２ 

１５ 資料 ５０ないし５４ 全部 ４ 

１６ 投書 ６３及び６４ 一部 １ 

１７ 投書 ７３及び７４ 一部 １ 

１８ 投書 ７８ 一部 １ 

１９ 投書 ８１ 一部 １ 

２０ 投書 ８５ 一部 １ 

２１ 文書 １０３及び１０４ 全部 １ 

２２ 文書案 １０５ 全部 ２ 

２３ 資料 １０７ないし１６４ 全部 ４ 

２４ 投書処理票 １６８ 一部 １ 

２５ 文書 １７１ 全部 １ 

２６ 投書 １７２ 一部 １ 

２７ 投書処理票 １７８ 一部 １ 

２８ 文書 １８１ないし１８３ 全部 １ 

２９ 文書 １９０ 全部 １ 

３０ 文書案 １９３ 全部 ２ 

３１ 資料 １９４及び１９５ 全部 ４ 
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２ 第４８号（特定年Ｅ投書関係） 

文 書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 
分類

番号 

１ 文書案 ５ 全部 ２ 

２ 資料 ７ないし２４ 全部 ４ 

３ 資料 ２６及び２７ 全部 ４ 

４ 資料 ２８ 全部 ４ 

５ 資料 ２９及び３０ 全部 １ 

６ 資料 ３１ 全部 ４ 

７ 投書処理票 ３６ 一部 １ 

８ 文書 ４１及び４２ 全部 １ 

９ 文書案 ４３ 全部 ２ 

１０ 資料 ４７ 全部 ４ 

１１ 資料 ４８ 全部 ４ 

１２ 資料 ４９ 全部 ４ 

１３ 資料 ５０ 全部 ４ 

１４ 資料 ５４ないし１２８ 全部 ４ 

１５ 文書 １３１ 全部 １ 

１６ 文書案 １３４ 全部 ２ 

１７ 資料 １３６ないし１４０ 全部 ４ 

１８ 投書処理票 １４１ 一部 １ 

１９ 文書案 １５１ 全部 ２ 

２０ 文書 １６４及び１６５ 全部 １ 

２１ 資料 １６６ 全部 ４ 

 

３ 第４９号（特定年Ｆ投書関係） 

文書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 
分 類

番号 

１ 投書 ２及び３ 一部 １ 

２ 文書 ４ 全部 １ 

３ 文書 ５ 一部 １ 

４ 文書案 ８及び９ 全部 ２ 

５ 資料 １２ないし１６ 全部 ４ 

６ 投書処理票 １７ 一部 １ 

７ 資料 １８ 全部 ４ 

８ 文書案 ２０ 全部 ２ 

９ 資料 ２５ 全部 ４ 
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１０ 投書処理票 ２６ 一部 １ 

１１ 投書 ３１及び３２ 一部 １ 

１２ 資料 ３３及び３４ 全部 ４ 

１３ 資料 ３５ 全部 ４ 

 

４ 第５０号（特定年Ｇ投書関係） 

文書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 

分類

番号 

１ 文書 ５ 全部 １ 

２ 文書案 ８ 全部 ２ 

３ 資料 １２ 全部 ４ 

４ 投書処理票 １３ 一部 １ 

５ 文書 ２５ 全部 １ 

６ 文書案 ２６及び２７ 全部 ２ 

７ 資料 ２９ 全部 ４ 

８ 投書 ３６及び３７ 一部 １ 

９ 文書 ３８ 全部 １ 

１０ 文書案 ３９ 全部 ２ 

１１ 文書 ４１ 全部 １ 

１２ 資料 ４２ 全部 ４ 

１３ 資料 ４６ないし４８ 全部 ４ 

１４ 文書 ５２ 全部 １ 

１５ 文書案 ５３ 全部 ２ 

１６ 資料 ６０ないし６２ 全部 ４ 

１７ 投書処理票 ６４ 一部 １ 

１８ 文書 ７４及び７５ 全部 １ 

１９ 資料 ７６ 全部 ４ 

 

５ 第５１号（人権侵犯事件特定年Ｈ特定事件番号Ａないし特定事件番号Ｂ特

別事件関係） 

文書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 
分類番号 

１ 特別事件開始報

告書 

７ないし９ 一部 １ 

２ 特別事件調査結

果報告書 

１４ないし３１ 一部 １・３ 

３ 決裁用紙 ３２ 一部 １・５ 
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４ メール文書 ３３ 一部 １・５ 

５ メール文書 ３４ 一部 １・５ 

６ 電話聴取書 ３５ 一部 ３ 

７ 電話聴取書 ４０ 一部 ３ 

８ 投書処理票 ４７ 一部 １ 

９ 文書 ４８ないし５１ 全部 １ 

１０ 投書処理票 ５２ 一部 １ 

１１ 文書 ５３ないし５６ 全部 １ 

１２ 投書処理票 ６７及び６８ 一部 １ 

１３ 文書 ６９ 全部 １ 

１４ 投書処理票 ７０ 一部 １ 

１５ 決裁用紙 １３２ないし１３５ 一部 １ 

１６ 文書 １３６ないし１４３ 一部 ３ 

１７ 文書 １４４ないし１６２ 全部 ３ 

１８ 聴取報告書 １６３ないし１７１ 一部 ３ 

１９ 聴取報告書 １７２ないし１８０ 一部 ３ 

２０ 文書 １８２ないし１８７ 一部 １ 

２１ 電話聴取書 １８８ 一部 ３・５ 

２２ 担当官メモ １８９ 一部 １ 

２３ 担当官メモ １９０及び１９１ 一部 １ 

２４ 担当官メモ １９４ 一部 １ 

２５ 電話聴取書 １９５ 一部 ３・５ 

２６ 電話聴取書 １９６ 一部 ３・５ 

２７ 電話聴取書 １９７ 一部 ３・５ 

２８ 担当官メモ １９８ 一部 １ 

２９ 電話聴取書 １９９ 一部 ３・５ 

３０ 決裁用紙 ２００ないし２０３ 一部 １ 

３１ 文書案 ２０４ 全部 ２ 

３２ 文書 ２０５ 一部 ３ 

３３ 文書 ２０６ 一部 ３ 

３４ 担当官メモ ２０７ 一部 １ 

３５ 資料 ２１１ないし２１５ 全部 ４ 

３６ 資料 ２１６ないし２２２ 全部 ４ 

３７ 資料 ２２３ないし２２５ 全部 ４ 

３８ 資料 ２２６ないし２３３ 全部 ４ 

３９ 資料 ２３４ないし２４０ 全部 ４ 

４０ 資料 ２４１ないし２４６ 全部 ４ 
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４１ 資料 ２４７ 全部 ４ 

 

６ 第５２号（人権侵犯事件特定年Ｉ特定事件番号Ｃないし特定事件番号Ｄ及

び特定事件番号Ｅ特別事件関係） 

文書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 
分類番号 

１ 文書案 ５ないし７ 全部 ２ 

２ 特別事件開始報

告書 

１０ないし１２ 一部 １ 

３ 決裁用紙 １３及び１４ 一部 ５ 

４ 文書案 １５及び１６ 全部 ２ 

５ 決裁用紙 １７及び１８ 一部 ５ 

６ 特別事件開始報

告書 

１９及び２０ 一部 １ 

７ 文書案 ２２ないし３３ 全部 ２ 

８ 特別事件調査結

果報告書 

３５ないし４６ 一部 １・３ 

９ メール文書 ４７ 一部 １・５ 

１０ 電話聴取書 ４８及び４９ 一部 ３ 

１１ 文書案 ５２及び５３ 全部 ２ 

１２ 文書案 ５９及び６０ 全部 ２ 

１３ 特別事件処理報

告書 

６２及び６３ 一部 １ 

１４ 文書 ７３ないし７７ 全部 １ 

１５ 投書 ７８ないし８２ 一部 １ 

１６ 資料 １１４ 全部 ４ 

１７ 文書 １１５ないし１２３ 一部 ３ 

１８ 文書 １３１及び１３２ 一部 ３ 

１９ 文書 １３３ないし１５０ 全部 ３ 

２０ 文書 １５１ないし１５７ 全部 ３ 

２１ 聴取報告書 １５８ないし１６５ 一部 ３ 

２２ 電話聴取書 １７１ 一部 ３・５ 

２３ 電話聴取書 １７２ 一部 ３ 

２４ 文書 １７３及び１７４ 全部 ３ 

２５ 電話聴取書 １７５及び１７６ 一部 ３ 

２６ 電話聴取書 １７８及び１７９ 一部 ３・５ 

２７ 決裁用紙 １８０及び１８１ 一部 １ 



 16 

２８ 担当者メモ １８２ 一部 １ 

２９ 文書案 １８３ 全部 ２ 

３０ 文書 １８４ 一部 ３ 

３１ 文書案 １８５ 全部 ２ 

３２ 決裁用紙 １８６及び１８７ 一部 １ 

３３ 文書 １８８ 一部 ３ 

３４ 封筒 １８９ 一部 ３ 

３５ 決裁用紙 １９２及び１９３ 一部 １ 

３６ 文書案 １９４ 全部 ２ 

３７ 文書 １９５ 一部 ３ 

３８ 決裁用紙 １９６及び１９７ 一部 １ 

３９ 文書 １９８ 一部 ３ 

４０ 封筒 １９９ 一部 ３ 

４１ 担当者メモ ２００及び２０１ 一部 １ 

４２ 担当者メモ ２０２ないし２０６ 一部 １ 

４３ 資料 ２０７ 全部 ４ 

４４ 資料 ２０８ないし２１０ 全部 ４ 

４５ 資料 ２１１ないし２２１ 全部 ４ 

４６ 資料 ２２２及び２２３ 全部 ４ 

４７ 資料 ２２４ないし２５１ 全部 ４ 

４８ 決裁用紙 ２５２及び２５３ 一部 １ 

４９ 文書案 ２５４ないし２６２ 全部 ２ 

５０ 文書 ２６３ 一部 ３ 

５１ 決裁用紙 ２６４及び２６５ 一部 １ 

５２ 文書 ２６６ないし２７４ 一部 ３ 

５３ 決裁用紙 ２７５及び２７６ 一部 １ 

５４ 担当者メモ ２７７ 一部 １ 

５５ 文書案 ２７８ 全部 ２ 

５６ 文書案 ２７９ 全部 ２ 

５７ 文書 ２８０ 一部 ３ 

５８ 決裁用紙 ２８１及び２８２ 一部 １ 

５９ 文書 ２８３ 一部 ３ 

６０ 封筒 ２８５ 一部 ３ 

６１ 決裁用紙 ２８７及び２８８ 一部 １ 

６２ 文書案 ２８９及び２９０ 全部 ２ 

６３ 決裁用紙 ２９１及び２９２ 一部 １ 

６４ 文書 ２９３及び２９４ 一部 ３ 
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６５ 封筒 ２９５ 一部 ３ 

６６ 担当者メモ ２９６ 一部 １ 

６７ 担当者メモ ２９７ 一部 １ 

６８ 決裁用紙 ２９８及び２９９ 一部 １ 

６９ 文書案 ３００ 全部 ２ 

７０ 文書 ３０１ 一部 ３ 

７１ 決裁用紙 ３０２及び３０３ 一部 １ 

７２ 文書 ３０４ 一部 ３ 

７３ 封筒 ３０５ 一部 ３ 

７４ 担当者メモ ３０６ないし３１０ 一部 １ 

７５ 資料 ３１１ないし３２２ 全部 ４ 

７６ 資料 ３２３ないし３６２ 全部 ４ 

７７ 資料 ３６３ないし３８０ 全部 ４ 

７８ メール文書 ３８１ 一部 １・５ 

７９ 決裁用紙 ３８２ 一部 １ 

８０ 文書案 ３８３ 全部 ２ 

８１ 決裁用紙 ３８４ 一部 １ 

８２ 文書 ３８５ 一部 ３ 

８３ 封筒 ３８６ 一部 ３ 

８４ 文書案 ３８７ 全部 ２ 

 

７ 第５３号（人権侵犯事件特定年Ｄ特定事件番号Ｆないし特定事件番号Ｇ特

別事件関係） 

文書

番号 

文書名 通し頁 保有個人情報

の不開示部分 
分類番号 

１ 文書案 ５及び６ 全部 ２ 

２ 特別事件開始報

告書 

９及び１０ 一部 １ 

３ 決裁用紙 １１ 一部 ５ 

４ 文書案 １２ないし１８ 全部 ２ 

５ 決裁用紙 １９ 一部 ５ 

６ 特別事件調査結

果報告書 

２０ないし２６ 一部 １・３ 

７ メール文書 ２８ 一部 １・５ 

８ 決裁用紙 ２９及び３０ 一部 ５ 

９ 文書案 ３１ 全部 ２ 

１０ 文書 ４５ 全部 １ 
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１１ 文書 ４７ 全部 １ 

１２ 文書 ５７ないし５９ 一部 ３ 

１３ 文書 ６０ないし６４ 全部 ３ 

１４ 決裁用紙 ６６ないし６９ 一部 １ 

１５ 担当者メモ ７０ 一部 １ 

１６ 文書案 ７１ 全部 ２ 

１７ 文書案 ７２ 全部 ２ 

１８ 文書 ７３ 一部 ３ 

１９ 封筒 ７５ 一部 ３ 

２０ 担当者メモ ７７ 一部 １ 

２１ 担当者メモ ７９ 一部 １ 

２２ 担当者メモ ８０及び８１ 一部 １ 

２３ 資料 ８９ 一部 ３ 

２４ 決裁用紙 ９０ないし９３ 一部 １ 

２５ 文書案 ９４ 全部 ２ 

２６ 文書案 ９５ 全部 ２ 

２７ 文書 ９６ 一部 ３ 

２８ 封筒 ９７ 一部 ３ 

２９ 決裁用紙 １００ 一部 １ 

３０ 文書案 １０１ないし１０３ 全部 ２ 

３１ 決裁用紙 １０４ 一部 １ 

３２ 文書 １０５ないし１０７ 一部 ３ 

３３ 封筒 １０８ 一部 ３ 

３４ 資料 １０９ないし１４８ 全部 ４ 

３５ 資料 １４９ないし１６６ 全部 ４ 

３６ 担当者メモ １６７及び１６８ 一部 １ 

３７ 資料 １６９及び１７０ 全部 ４ 

３８ 資料 １７１ないし１９０ 全部 ４ 

３９ 資料 １９１及び１９２ 全部 ４ 

４０ 文書案 １９３ 全部 ２ 

４１ メール文書 １９５ 一部 １・５ 

 


